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研究成果の概要（和文）：

本研究は事例研究による創発プロセスの解明とアンケート調査による中小企業への適用を
ビジネスと地域貢献の視点から明らかにした。特に、創業後 100 年以上経過している企業は、
創業まもない企業に比べ、ソーシャル・ビジネスに神話性があることが明らかになった。これ
はソーシャル・ビジネスが従来日本の企業が持っていた地域を重視した経営スタイルと親和性
が高く、従来の経営スタイルとソーシャル・ビジネスの合算による新たな経営スタイルが誕生
していたということであった。この点が本研究の貢献である。

研究成果の概要（英文）：
This research was cleared the process of emergence and analyzed to apply from the point

of view of business and regional contribution to the SME’s. Companies that have passed
more than 100 years after the establishment of a business became clear that there is
affinity for social business. This is that the social business is the high affinity management
style of the traditional that has an emphasis on community and can understand to be
established the new business style that was added the social business in the management
style of traditional.
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１．研究開始当初の背景
(1) ソーシャル・ビジネスの研究動向
ソーシャル・ビジネスという概念は企業の

社会的責任（CSR）の浸透や経済産業省が
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谷本寛治（一橋大学))の発足以降メディア等
で注目を浴びるようになった。この分野は、
CSR、ソーシャル・アントレプレナー、ソー
シャル・エンタープライズ、ソーシャル・イ
ノベーションなどの領域で研究が進められ
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てきた。CSR の研究は、CSR 全般、CSR と
個別のステイクホルダー関係などで研究が
進んでいるが、ソーシャル・ビジネスの領域
では研究が始まったばかりである。また、中
小企業のソーシャル・ビジネスは、事例研究
意外には見当たらない。一方ソーシャル・エ
ンタープライズとソーシャル・イノベーショ
ンに関する研究は、1991 年以降に様々に展
開されているが、イノベーションプロセスの
研究についてはアイデア段階を出ていない。
(2) 着想に至った経緯

ソーシャル・ビジネスは NPO にのみなら
ず、一般企業の中でも行われるようになって
きており、中小企業の中でも成長戦略として
ソーシャル・ビジネスを展開しているところ
もでてきた。一方地方では中小企業が疲弊し、
雇用や人口減少、地域間格差などの社会的課
題が噴出している。

このような状況にあって、ソーシャル・ビ
ジネスは社会的課題の解決のみならず、中小
企業の成長戦略にも貢献し、これらの 2 つの
側面が地域活性化に貢献できると考えた。し
かし、ソーシャル・ビジネスを展開する中小
企業は多くなく、中小企業にソーシャル・ビ
ジネスを展開するためにはどのようにすれ
ばよいのか考えるようになっていった。その
ためには、中小企業によるソーシャル・ビジ
ネスの展開が企業の社会的価値を高めると
共に、本業を生かしたイノベーションの創発
にも貢献することを明らかにすることが必
要だと考えた。つまりイノベーションは企業
と社会の境界で発生することを理論化する
必要があると考えた。

２．研究の目的
本研究の目的は社会的課題の解決にビジ

ネスの手法を活用するソーシャル・ビジネス
の創発プロセスの解明と理論化および中小
企業への発展可能性を明らかにし、地域活性
化のためにはソーシャル・ビジネスが中小企
業に必要なことを明らかにすることである。

３．研究の方法
本研究の目的を達成するために、トライア

ンギュレーション分析手法を活用する。トラ
イアンギュレーションを利用する理由は、イ
ンタビュー調査、アンケート調査などの調査
技法には特徴があり、研究目的に応じて使い
分けることが必要であることと、１つの調査
技法では証明という視点でそれぞれが十分
ではないということからである。トライアン
ギュレーションを活用することで、研究段階
に応じた研究手法が利用できる点とまった
く異なった情報源からの裏づけ調査を行え
るということである。しかし、漠然とトライ
アンギュレーションを活用しても意味がな
い。本研究では戦略的なトライアンギュレー

ションを実行する。具体的な技法は、フィー
ルドワーク（特に参与観察）、面接調査、ア
ンケート調査および非干渉的技法（文献、新
聞、統計資料）を活用する。

４．研究成果
(1)ソーシャル・ビジネスの研究動向
ソーシャル・ビジネス概念の研究動向を海

外と日本に分けて簡単に確認しておこう。近
年ムハマド・ユヌスがグラミンバンクをソー
シャル・ビジネス呼び、営利を目的としない
株式会社による事業をソーシャル・ビジネス
と定義している。ユヌスは、「ソーシャル・
ビジネスは新しい事業形態であり、利潤を最
大化する従来型のビジネスとも、非営利組織
とも異なる」と述べている。彼は配当なしの
会社で、投資家と所有者を重視し、非営利組
織とは異なり株式会社形態を大前提として
いる。彼のソーシャル・ビジネスは非常に狭
い範囲の事業形態をターゲットしている。
一方でアメリカにおいて、本稿でソーシャ

ル・ビジネスと呼ぶビジネススタイルは、ソ
ーシャル・エンタープライズ、ソーシャル・
ベンチャーという組織あるいはソーシャ
ル・アントレプレナーという個人から議論さ
れることがほとんどで、ソーシャル・ビジネ
スという表現はほとんど見られない 。ただ
し、論者よっては、株式会社のソーシャル・
エンタープライズをソーシャル・ビジネス・
エンタープライズ(Young,2001)と呼んだり、
社会的責任を積極的に果たしている企業を
Socially Responsible Business(社会的責任
ビジネス)と呼ぶなど、ソーシャル・エンタ
ー プ ラ イ ズ と は 区 別 し て 議 論 さ れ る
(Dees,1998)。このようにソーシャル・ビジ
ネスという概念は、近年海外でも使われるよ
うになったが、十分な議論が展開されている
わけではない。
日本の議論も簡単に整理しておこう。日本

で最初にソーシャル・ビジネスという概念を
使ったのはソーシャル・ビジネス研究会(主
査：谷本寛治（一橋大学）,事務局：㈱電
通,2003 年 6 月～2004 年 3 月)であった。こ
の時のソーシャル・ビジネスの定義は、「社
会的課題の解決を事業として取り込むこと」
である 。本格的な議論の口火を切ったのが
土肥(2004)で、彼は「ソーシャル・エンター
プライズの広く社会的な事業領域にかかわ
る事業体とし,それらが社会的ミッションと
事業収益活動の双方を直接に結びつけてい
る事業をソーシャル・ビジネス(social
business)」と定義した。彼はソーシャル・
ビジネスを分析するにあたって、社会指向型
企業と事業型 NPO を対象とし、ソーシャル・
ビジネスを NPOの存在理由のような補完的な
存在ではなく、社会変革を主導する価値規範
主導型のビジネスと捉えるが、この時点で土



肥の議論は本稿で想定している一般企業に
よる社会的事業をみていない。その後一般企
業による社会的事業を含めた議論(ソーシャ
ル ビ ジ ネ ス 研 究 会 ,2006: 谷 本 ,2009: 土
肥,2009b）が近年登場する。
(2)ソーシャル・ビジネス概念が必要となっ
た理由

それではなぜソーシャル・ビジネスという
概念が必要になってきたのだろうか。それに
は 2つの理由がある。第 1には土肥（2009b）
も特徴として捉えているように、社会的課題
の解決を目的とした事業の担い手が多様化
し、ソーシャル・エンタープライズという概
念では収まらなくなった。第 2の理由は、ソ
ーシャルビジネス研究会でも指摘されてい
るように、コミュニティ・ビジネスでは、う
まく説明できないような事象が近年表れて
きた。コミュニティ・ビジネスは地域の人が、
地域の資源をつかって、地域に貢献するビジ
ネススタイルである 。しかしこの定義では、
地域にニーズがなくても必要な事業、地域外
の社会的課題（例えばフェアトレードなど）
の解決や社会変革・制度変革を目的とした行
為などが説明できない 。この 2 つの視点か
らより包括的な概念が必要となり、ソーシャ
ル・ビジネスという概念が誕生した。
(3)なぜビジネスを活用して社会的課題を解
決するのか
それではなぜ各セクターが社会的課題の

解決にビジネスを活用するようになってき
たのだろうか。その理由は、既存のセクター
(政府/行政、NPO、企業)の限界を背景に、第
1 に市場内部からの社会課題の解決の必要性、
第 2にあらゆる人々に社会的課題の解決を認
知させ、参加できるシステムである。この他
にも、市場が開発してきたビジネスツールが
社会的課題の解決に利用できるという側面
もあるが、この点については特徴として後段
で整理する。
(4) ソーシャル・ビジネスの特徴

ここでは、多様なステイクホルダーの存在、
企業家、組織形態の 3つの視点からソーシャ
ル・ビジネスの特徴を示しておこう。
① 多様なステイクホルダーの存在

ソーシャル・ビジネスは企業と比較し、2
つの点で多様なステイクホルダーとの相互
作用を求められている。第 1 にソーシャル・
ビジネスが営利ビジネスよりも市場性が低
く、ビジネスモデルの構築に時間、資源、ア
イデアを必要とすること。第 2に「社会変革」
を目的とするために、多様なステイクホルダ
ーのかかわりや学習システムを必要とする
こと。
② 企業家

次に、ソーシャル・ビジネスにおいて中心
的な役割を担う企業家の特徴をみておこう。
企業家は、社会性と事業性の両立、事業の難

しさ、多様なステイクホルダーとのかかわり
という特徴にどのような特徴を持っている
のだろうか。ここでは、自己変容と企業家チ
ームという 2つの視点から検討する。
ア)自己変容

ソーシャル・ビジネスにおける企業家の役
割の第 1は社会変革を成し遂げるために自己
変容し続け、ソーシャル・ビジネスの創出を
担うことである。企業家はソーシャル・ビジ
ネスの発展段階応じて意識や行動を変化さ
せ、これまでの事業を異なった視点から再評
価したり、異なったステイクホルダーに出会
ったりしながらイノベーションを創出させ
ている。同時に視点の変容が知識創造にも貢
献していた。つまりソーシャル・ビジネスの
創発には企業家の自己変容が不可欠であっ
た。
イ)企業家チーム
企業家チームという概念がでてきた背景

には、一人の企業家より複数の企業家からな
るチームの方が能力・知識などの多様性、ネ
ットワークの多様性などによって成功率が
高いということである。ではなぜソーシャ
ル・ビジネスにおいてこのような企業家チー
ムが構成されるのか、この分野の特徴的な側
面を検討していこう。その理由は 2つある（社
会性と事業性の両立、多様なステイクホルダ
ーを排除しないために多様なタイプの人が
必要）。このスタイルも知識創造に貢献して
いた。
③ 組織形態

ソーシャル・ビジネスは、多様な組織形態
をとっている。ここではそれらの多様な組織
形態を戦略的に選択すること、複数の組織の
組み合わせることを解説する。
ア)組織選択
ソーシャル・ビジネスの主体は NPO 法人、

株式会社、協同組合、社会福祉法人、中間法
人などの多様な組織形態がある。多様な組織
形態が存在する理由は、社会的ミッションを
効率的・効果的に達成するために組織形態を
選択するからである。その選択にあたって考
慮すべき点は、市場的制約性、資金的制約性、
法的制約性、経営的制約性、社会的制約性の
5 つの視点である。
イ) 組織ポートフォリオ
社会的課題の解決を効率的に効果的に達

成するためには、単一の組織に縛られる必要
はない。その理由は、社会性と事業性の両立
を図る特殊なマネジメントスタイルと多様
なステイクホルダーの参集という 2 つある。
また、ステイクホルダーの組織形態への信頼
は個々人によって異なるため、多様なステイ
クホルダーを参加させるためにも単一の組
織に固執する必要はない。近年 NPO と株式会
社などの異なった組織形態を組み合わせる
組織（組織ポートフォリオ ）が増加してい



る。ここでは制度制約を乗り越える戦略とス
テイクホルダーの取り込みの 2つの視点があ
る。
ウ)多様な主体とのコラボレーション

ソーシャル・ビジネスは、NPO、企業、行
政などの異なったセクター間のコラボレー
ション、そして地域とのコラボレーションが
求められる。今では企業と NPO、行政と NPO
などのコラボレーションが当たり前になっ
ているが、ソーシャル・ビジネスはそれら 3
つのセクターや地域、あるいは専門家、住民
が同時にコラボレーションする多種組織間
関係あるいはコラボレーションが不可欠で
ある。その理由は後段に説明するソーシャ
ル・ビジネスの難しさに起因する 。
(5) ソーシャル・ビジネスのスタイル

ここでは、ソーシャル・ビジネスの特徴
的なビジネススタイルをソーシャル・ビジネ
スの制約、オープン・イノベーションの 2 つ
の視点から説明する。
① ソーシャル・ビジネスの制約

ソーシャル・ビジネスの制約には、市場の
制約、経営の制約、ステイクホルダーの 3 つ
がある。この制約が存在するために、ソーシ
ャル・ビジネスは難しいと言われる。第 1の
ポイントは市場的制約で、ⅰ)社会性が高く
とも対象とする顧客が少人数、ⅱ)貧困層な
どを対象とするために直接対価を得ること
ができない、ⅲ)必ずしもニーズが顕在化し
ていないことである。第 2のポイントは、環
境に配慮した商品やフェアトレード商品の
ように、社会的課題を解決するために必然的
にコストがアップしたり、社会的課題の解決
を目的することによって経営の自由度が制
限される。第 3のポイントは、社会的価値を
構築・普及するために、それを担うステイク
ホルダーを集め、育成する必要があり、それ
には多くの時間とコストが必要になるとい
うことである。
一方でこのような制約を乗り越えるため

に、ソーシャル・ビジネスのモデルは、これ
まで使われてきたビジネスモデルに社会的
課題の解決のプロセスを組み込ませたり、海
外や国内のビジネスモデルを模倣していた。
② オープン・イノベーション

土肥(2009b)も指摘しているように、ソー
シャル・ビジネスの特徴には拡張性がある。
ソーシャル・ビジネスを担う組織は積極的に
他地域にビジネスモデルを移転したり、意図
的に模倣させている。これはオープンイノベ
ーションともいえる形態である。これの形態
を顕著に取り入れているのが、ソーシャル・
ビジネスである。
(5) 中小企業にとっての可能性

ソーシャル・ビジネスは、営利を追求する
中小企業においても、これまでとは全く異な
ったビジネスモデルを構築できるツールと

なる可能性をもち、ビジネスチャンスとなる
可能性を秘めている。一方で、中小企業がソ
ーシャル・ビジネスを担うことで、主体の多
様性、モデルの多様性、周辺システムの変革
などでソーシャル・ビジネスの拡大に貢献す
ることになる。
① 中小企業のビジネスチャンスとしてのソ

ーシャル・ビジネス
中小企業はこれまでほとんど社会と接点

から事業をほとんど展開してこなかった。そ
の理由は CSR が叫ばれる中でも社会貢献など
社会との接点に経営資源を割くことができ
ず、投資効果が見込まれないために積極的に
取り組むことがほとんどなかったからであ
る。しかし、近年ではソーシャル・ビジネス
を展開する中小企業が徐々に増加してきて
いる。その結果本業にも良い影響を与えるよ
うになってきている。
ア)イノベーションの創出

中小企業のイノベーションをみたとき、社
会と接点を持つことはこれまでと異なった
ステイクホルダーと出会い、イノベーション
の創出に貢献すると考えられる。一方で、社
会との接点を持つといってもどのように接
点を持ったらよいか分からない場合がほと
んどであるが、本業を生かした社会的課題の
解決といえば容易に可視化できる。ゆえに中
小企業にとってソーシャル・ビジネスは、イ
ノベーションの源泉になる。
イ) 技術の応用

一方、技術をベースとした中小企業のイノ
ベーションにおいても同様の効果がみられ
る。例えば優れた環境技術を持っている中小
企業においてもなかなか販路がなかったり、
B to B でしか自社の技術を表現できなかった
りすることが多々ある。この優れた技術も新
たなステイクホルダーとの出会いや経験の
共有によって新たなニーズに出会い、イノベ
ーションへとつながっていた。
② ソーシャル・ビジネスの拡大

一方で中小企業がソーシャル・ビジネスに
取り組むことで、ソーシャル・ビジネスにも
様々な効果がある。その理由は、日本企業の
90％以上が中小企業で日本経済のメインス
トリームを形成しているからである。従来社
会的課題の解決は、行政、NPO、ソーシャル・
エンタープライズで、その数と多様性は限ら
れていた。
ア) ビジネスモデルの多様性

多様な業種をもつ中小企業の一部でもソ
ーシャル・ビジネスに参加することで、多様
な社会的課題に対して、多様な解決ツールが
用意されることになる。オープン・イノベー
ションを前提としたソーシャル・ビジネスに
おいては、公共財化する事例を多く生むこと
になり、既存もしくはこれからソーシャル・
エンタープライズを立ち上げようとする企



業家に良い影響を与える。さらに、中小企業
の参入は既存のソーシャル・エンタープライ
ズの競争相手となり、ソーシャル・ビジネス
の質を格段に向上させたり、ステイクホルダ
ーに選択機会を増加させることになる。
イ) 周辺システムの変革

一方でこのような多様な主体の参加やビ
ジネスモデルの多様性は、既存の社会経済シ
ステムにも良い影響を与える。特にソーシャ
ル・ビジネスを理解してこなかった支援組織
（金融機関、商工会議所、地方自治体など）
にとっては、ビジネスチャンスにもなるので
関心が高まり無視できない存在となる。これ
によって「よく分からない」と言って無視し
てきた支援機関が業務として支援を始め、メ
インストリームの支援システムを変革でき
る可能性をもっている。このように、中小企
業によるソーシャル・ビジネスは既存のシス
テムに多様な影響をもたらすと考えられる。
(6) アンケート調査
上記の成果を踏まえ京都市に現存する創

業 100 年以上の企業 1200 社にアンケート調
査を実施した。
① 調査企業概要
回答いただいた企業は 94 件で、回収率

7.8％であった。回答いただいた企業の組織
形態は株式会社 56％、有限会社 11％、その
他 32％、無回答１％であった。業種としては
卸売・小売業36％製造業29％飲食・宿泊業9％
と全体 7割が 3つの業種を務めていることに
なる。それらの企業の創業年は、1945 年以前
の創業が72％を占めており1945年から60年
代が 10％、全体の 8 割近くが創業から 50 年
以上は経過していることになる。
② ソーシャル・ビジネスの認知
ソーシャル・ビジネスの認知に関しては、

「聞いたことはあるが、内容はよく知らな
い」が 51％と全体の半数を占め、「知らない
30％」を併せると、約 8割の企業がソーシャ
ル・ビジネスについて認知が低いとわかった。
③ ソーシャル・ビジネスのイメージ
ソーシャル・ビジネスのイメージについて

の質問は、「地域を活性化させるためにビジ
ネスを展開する事業」と回答する割合が大き
かった。これらの事から、京都の企業にとっ
て、ソーシャル・ビジネスの言葉としてのイ
メージは、「地域活性ビジネス」であると認
識されていると考察することができる。これ
らは「京都スタイル」あるいは「3 方よし」
といわれる伝統的な経営スタイルが影響し
ていると思われる。
④ ソーシャル・ビジネスの内容
ソーシャル・ビジネスを取り組んでいると

回答した企業は、全体の 22％となった。主な
取り組み事業は「まちづくりや観光などの地
域活性化」「高齢者・障碍者の就労や貧困な
どの社会問題」「地域の高齢化などの地域住

民の課題」となった。数的には有意ではない
が、ソーシャル・ビジネスという言葉よりも、
当たり前の経営スタイルとして従来から浸
透していると考えることもできる。このよう
にソーシャル・ビジネスというスタイルは、
従来日本企業が持っている伝統的な経営ス
タイルいると神話性が高いビジネスすたい
ると考えられる。
① ソーシャル・ビジネスの成果
ソーシャル・ビジネスの成果を調査したと

ころ以下の様な結果が得られた。（表 3参照）
「社会への貢献」に成果があった・やや成果
があったと回答した企業が 72％、続いて成果
があったことは「消費者のニーズへの対応あ
るいは顧客満足の向上」38％となった。また、
「従業員の働く意欲の向上」(33％)といった
従業員に対して成果があることがわかって
きた。
これらに加えて、ソーシャル・ビジネスを

実施していく上で、企業にとって課題となる
ことを調査した。結果、「人材確保・育成」
42％ 「資金調達の円滑化（行政等からの助
成金）」「魅力的な商品・サービス開発力の向
上」が共に 37％となり、課題であるとわかっ
た。
最後に、ソーシャル・ビジネスの実施の意

向の結果を述べる。実施したいと思う・やや
そう思うが全体の 79％を占め、ソーシャル・
ビジネスへの関心が高いことが分かった。
これらの結果らか、京都の企業にとってソー
シャル・ビジネスは、業務経験している人材
がいない、商品の開発を模索しながらも、事
業としての成果は社会への貢献としている
と判断していると考察することができる。ま
た、事業実施への意向も高いことから、ソー
シャル・ビジネスに事業としての魅力がある
ことも考察できる。京都の企業にとって、ソ
ーシャル・ビジネスを実施することは、やっ
たことのない未知なる事業領域へのベンチ
ャー的な要素があると考察できる。
(7) 考察

ここまでみてきたように、ソーシャル・ビ
ジネスという概念は、必ずしも新しい概念で
はなく、長期的に操業している企業は何らか
の社会的課題と密接にかかわっており、さら
にそこから新たなイノベーションを創出や
そのための人材育成に効果が上がっている
ことがわかった。このようにソーシャル・ビ
ジネスは中小企業の経営に貢献することも
確認できた。また、ソーシャル・ビジネスを
導入している企業は、従来の地域と密接にか
かわる経営スタイルにソーシャル・ビジネス
的な視点を加えることによって、新たな経営
スタイルを確立していたとも言える。この後
は、このような視点から今後求められる経営
スタイルを探求する研究に舵をきっていき
たい。この成果を学会や論文として発表して



いく。

表 1 ソーシャルビジネスの目的

表 2 ソーシャルビジネスの成果
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